
入札説明書（令和７年度 治山・林道事業設計基礎単価表作成） 

 

 関東森林管理局における、令和７年度 治山・林道事業設計基礎単価表作成作業に係る入札公告に

基づく一般競争入札等については、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

 

1 公告日：令和７年５月 13 日 

                                            

2 支出負担行為担当官 

       関東森林管理局長 松村 孝典 

3 事業概要 

(1) 業 務 名 令和７年度 治山・林道事業設計基礎単価表作成作業 

(2) 納入場所 関東森林管理局 

(3) 業務内容  資材等価格の調査、単価決定、入力作業 

 (4) 納入期限 令和７年７月 25 日 

  (5) その他 

   本業務は、資料の提出及び入札等を電子調達システムで行う業務である。  

なお、電子調達システムによる入札によりがたい場合は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代

えることができる。  

この申請の受付窓口及び受付期間は次のとおりである。  

・受付窓口：入札公告 3 の(1)のアに同じ。  

・受付期間：入札公告 4 の(3)に同じ。 

  

4 競争参加資格 

本事業の入札に参加できる者は、次のすべてに該当する者とします。 

(1) 予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。 

     なお、未成年者、被保佐人又は被補助者であって契約締結のために必要な同意を得ている者は、同

条中、特別な理由がある場合に該当する。 

  (2) 予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

  (3)  令和７・８年度の関東森林管理局における「測量・建設コンサルタント」の一般競争入札参加資

格の認定を受けているもの又は、令和 07・08・09 年度)全省庁統一資格の「役務の提供等（情報

処理）」を有する者で、希望する地域において、「関東・甲信越」を選択しているものであるこ

と。（会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又

は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者につい

ては、手続開始の決定後、関東森林管理局長が別に定める手続に基づく一般競争入札参加資格の

再確認を受けていること。）。 

  (4) 入札に必要な書類の提出期限の日から開札の日までの期間に、関東森林管理局長から「物品の製

造契約、物品の購入契約及び役務等契約指名停止措置要領」に基づく指名停止を受けている期間

中でないこと。 

(5) 農林水産省発注工事等からの暴力団排除の推進について（平成 19 年 12 月 7 日付け 19 経第 1314



号大臣官房経理課長通知）に基づき、警察当局から、部局長に対し、暴力団員が実質的に経営を支

配する建設業者又はこれに準ずるものとして、農林水産省発注工事等からの排除要請があり、当該

状態が継続している者でないこと。 

 

5 競争参加資格の確認等 

本競争の参加希望者は、4 に掲げる競争参加資格を有することを証明するため、次に掲げるところに

従い、申請書及び確認資料を提出し、支出負担行為担当官等から競争参加資格の有無について確認を

受けなければならない。 

(1) 競争参加資格確認申請書は、入札公告 8 の(2)を参照に任意様式とし、競争参加資格を有するこ

とを証明する書類を添えて提出すること。 

  全省庁統一資格の資格審査結果通知書の写しを提出すること。 

(2) 提出方法については、入札公告 4 の(2)に同じ。 

(3) 申請書及び確認資料作成のための説明会 

申請書及び確認資料作成のための説明会については、原則として実施しない。 

(4) 競争参加資格の確認は、申請書及び確認資料の提出期限の日をもって行うものとし、参加資格 

の有無については令和７年５月 30 日までに通知する。参加資格「無」とした者に対しては、その

理由を付して通知する。 

(5) 競争参加資格の確認を行った日の翌日から開札の時までの期間に、競争参加資格があると認めた

者が指名停止を受けた場合、当該者は競争参加資格がないものとする。 

(6) 競争参加資格確認資料のヒアリング 

競争参加資格確認資料のヒアリングについては、原則として実施しない。 

(7) その他 

ア 申請書及び確認資料の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

イ 支出負担行為担当官等は、提出された申請書及び確認資料を、競争参加資格の確認以外に提出

者に無断で使用しない。 

ウ 提出された申請書及び確認資料は、返却しない。 

エ 提出期限以降における申請書及び確認資料の差し替え及び再提出は認めない。 

 

6 入札の無効 

(1) 入札公告に示した競争参加資格のない者が行った入札、申請書及び確認資料に虚偽の記載をし

た者が行った入札並びに別途示す入札閲覧書類及び関東森林管理局署等競争契約入札心得におい

て示した入札に関する条件に違反した入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者としていた

場合には落札決定を取り消す。 

 なお、支出負担行為担当官等により競争参加資格のある旨確認された者であっても、開札の時に

おいて 4 に掲げる資格のないものは、競争参加資格のない者に該当する。 

(2) 暴力団排除に関する誓約事項(別紙 1)について、虚偽又はこれに反する行為が認められた入札。 

 

7 落札者の決定方法 

(1) 落札者の決定は、競争参加資格の確認がなされた者の中で、予決令第 79 条の規定に基づき作成

された予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 



(3) 落札者が契約担当官等の定める期日までに契約書の取りかわしをしないときは、落札の決定を

取り消すものとする。この場合、落札金額（入札書に記載した金額の 100 分の 110 に相当する金

額）の 100 分の 5 に相当する金額を違約金として徴収するものとする。 

 

8 契約書の作成等 

 (1) 競争入札を執行し、契約の相手方が決定したときは、契約の相手方として決定した日から遅滞な

く別途示す契約書（案）により、契約書を取りかわすものとする。 

  (2) 契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、その者が契約書の 

   案に記名して押印し、さらに、契約担当官等が当該契約書の案の送付を受けてこれに記名して押印 

   するものとする。 

  (3) (2)の場合において契約担当官等が記名して押印したときは、当該契約書の 1 通を契約の相手方 

  に送付するものとする。 

  (4) 契約担当官等が契約の相手方とともに契約書に記名して押印しなければ本契約は確定しないもの 

    とする。 

 

9 その他 

(1) 契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 申請書及び確認資料に虚偽の記載をした場合においては、指名停止措置要領に基づく指名停止

を行うことがある。 

（3）本事業は、「令和７年 3 月から適用する業務委託等技術者単価」を適用している。 



別紙 1 
暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記 1 及び 2 のいずれにも該当せず、ま

た、将来においても該当しないことを誓約します。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異

議は一切申し立てません。 

  また、貴局署等の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの。ただし、有価証券報

告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の一覧表）を警察に提供することについて同

意します。 

 
記 

 
1 契約の相手方として不適当な者 

（1） 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は 

    役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は 
    代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団 

    員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条第 2 号に規定する暴力 
    団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第 2 条第 6 号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

    であるとき。 
（2） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的 

    をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

（3） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的ある 
    いは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

（4） 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき。 
（5） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 

 

2 契約の相手方として不適当な行為をする者 
（1） 暴力的な要求行為を行う者。 

（2） 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者。 
（3） 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者。 

（4） 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者。 
（5） その他前各号に準ずる行為を行う者。 

     上記事項について、入札書の提出をもって誓約します。 

 
 

 


